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【目的】
本研究の目的は、子育てにおける養護性、次世代育成能力
および子どもをたたくことについて青年期の男女を比較す
ることで、将来の親世代を対象とした「たたかない子育て
プログラム」作成に向けた基礎的資料とすることである。
【方法】
対象は、Web調査会社にモニター登録を行っている18～
24歳の男女である。調査項目は、性別と「養護性尺度」25
項目（楜澤ら,2009）、「次世代育成力尺度」20項目（寺本
ら，2015）、「子どもをたたくことについての質問票（日本
語版）」13項目（以下、ATS尺度）（馬場ら,2020）とした。
「全くあてはまらない」から「とてもよくあてはまる」の6段
階もしくは7段階のリッカート法により数量化した。分析は、
IBM SPSS Statistics ver.28を使用し、男女間の比較には、
χ２検定、t検定を行った。
【倫理的配慮】
回答者は、調査概要等を記した文章を読み、協力に同意し
た場合のみ設問画面に進むこととなっており、送信前であ
れば、協力への撤回は担保されている。本研究は、所属大
学の「人を対象とする研究倫理審査」の承認を得て実施し
た（No.2023-075）。
【結果】
分析対象401人のうち男性は206人（51.4％）、女性195人
（48.6％）であった。次世代育成力尺度の4つの下位尺度
のうち［継承］［地域力］では男女による有意差はみられ
なかったが、［誕生肯定］［自己成長］は有意に女性の得
点が高かった（p＜0.05）。養護性尺度の4つの下位尺度の
うち［技能］［準備性］［非受容性］では男女による有意
差はみられなかったが、［共感性］は有意に女性の得点が
高かった（p＜0.05）。一方で、ATS尺度の得点は、男性
41.72（SD14.789）、女性32.46（SD16.629）と有意に男性
が高かった（p＜0.05）。
【考察】
本調査では、子どもの誕生に対する肯定的な態度、子ども
の養育過程における自身の成長への期待、養育に意義を
見出す態度および子どもに対する共感や関心は女性の方
が高く、寺本ら（2015）、楜澤ら（2009）の結果を支持した。
また、男性の方が子どもをたたくことを容認する傾向であ
ることが明らかとなった。プログラムの作成には、性差によ
る態度の特徴を考慮する必要性が示唆された。（本研究
はJSPS科研費23K10073の助成を受け実施した）
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【目的】
将来の親世代を対象とした「たたかない子育て啓発プログ
ラム」作成の基礎資料とするため、本研究は18～24才の
青年の子どもとの接触体験による養護性および子どもを
たたくことについての態度を明らかにすることを目的とした。
【方法】
調査会社に登録している18～24才の青年に対しWEBによ
る横断的調査を実施した。調査項目は性別、きょうだいの
有無、子どもとの接触体験および、「養護性尺度」25項目、
「子どもをたたくことについての質問票（日本語版）」13項
目（以下、ATS尺度）等とした。「全くあてはまらない」と
「とてもよくあてはまる」を両極とし、6および7段階リッカ
ート法で回答を求め点数化した。ATS尺度は点数が高い
ほど子どもをたたくことに肯定的であることを示す。いず
れの尺度も信頼性妥当性は検証されている。
【倫理的配慮】
本調査は、所属大学の「人を対象とする研究倫理審査委
員会」からの承認と対象者の同意を得て実施した。使用し
たいずれの尺度も作成者から許諾を得た。
【結果】
分析対象は401名のうち52.9％は学生で、きょうだい数は2
人が38.4％と多かった。子どもとの接触頻度は「毎日」～
「週に1～2回」を子どもとの「接触体験あり」、それ以下を
「接触体験なし」とし2群間で比較した。子どもとの「接触
体験あり」は63人（15 .7％）「接触体験なし」が338人
（85.3％）であった。養護性の４下位尺度得点の比較では
＜共感性＞＜技能＞＜準備性＞で「接触体験あり」の方
が有意に高かった（P=.023～＜.001）。＜非受容性＞は2
群間に差はなかった。ATS得点は「接触体験あり」が「接
触体験なし」より有意に高かった（P＝.003）。
【考察】
今回の調査は「接触体験あり」群の方が、養護性は高いが
子どもをたたくことを肯定しているという結果であった。子
どもは保護する存在であるが、自己中心的な特徴ももち合
わせ、関わる者にとってはアンビバレントな存在である。子
ども接触体験が多いものほど否定的な側面も含め多面的
に理解している可能性がある。このことは野村ら（2007）
の結果を支持した。子どもの泣きや拒否といった負の側面
も含め受容できるようなプログラムを検討する必要性が示
唆された。（JSPS科研費23K10073助成研究）
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【目的】
発達障がいに関して初診まで何カ月も待たされ、支援も受
けにくい現状がある。本学では、保護者支援の一つとして、
子どもの年齢・診断の有無などの制限なく、小児看護CNS
（専門看護師）がペアレント・トレーニングを定期的に開
催し、広報は大学HPで行っている。本研究は、発達障が
いグレーゾーンおよび未受診状況にある子どもの保護者
支援の効果について明らかにすることを目的とした。
【方法】
対象は保護者支援に参加した計7グループ、子どもの年齢、
症状、参加目的、参加のきっかけ、効果については終了後
の感想にあった子どもと保護者の変化から分析した。
【結果】
対象は計44名、うちグレーゾーンおよび未受診状況にある
子どもの保護者は19名（43.9％）であった。幼児10名・小
学生9名、おもな症状は、かんしゃく、こだわり、多動、不登
校、暴力であった。参加目的は、親の対応を変えるしかな
いと言われた、ほめたい、怒りたくない、小学校入学前に
できることをしていきたい、などであり、参加のきっかけは、
ネット検索、知人・支援センター・病院・保育園からの紹介
であった。効果について、＜子どもの変化＞のデータ例とし
て、「自分からやることが増えた」、「これもできるよと話し
てくれるようになった」があった。＜保護者の変化＞のデー
タ例として、「今までの対応がすべて悪いほうへ導いてい
たのだとわかった」、「子どもに過大な要求をしていた」、
「ほめていたつもりができていなかった」、「ストレスが減
った」、「冷静になれた」、「気持ちが穏やかになった」、
「これからも家庭の雰囲気を良くしていきたい」があった。
【考察】
発達障がいグレーゾーンおよび未受診状況にある子ども
は４３．９％であり、二次障害を疑う症状もみられ、支援が
必要とされていることが示唆された。幼児がやや多く、参
加目的にもあった「小学校入学前に何とかしたい」という
保護者の思いがあると考えられた。参加のきっかけとして、
HP等での情報公開、地域での活動実績をつくり紹介につ
なげることが重要と考えられた。効果として、子どものよい
行動の変化がみられ、保護者は、よりよい子育てができる
ことで、過去の反省など気づきが得られていた。冷静や穏
やかなど気持ちの変化もみられ、希望を語る効果もみられ、
診断にこだわらず、子育てに困っていれば支援を受けられ
る体制が必要であることが示唆された。
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【目的】
発達障害の診断を受けることによる児童・生徒への影響
を明らかにすること、児や家族への適切な支援について検
討することを目的とした。
方法：発達障害の診断を幼児期に受けておらず、二次障害
が生じてから医療機関を受診し、診断を受けた児童もしく
は生徒を受け持った経験のある養護教諭を対象とし、半
構造化面接法を行なった。
【結果】
診断前と診断後それぞれで児童・生徒、親、学校・友人の3
つに関するカテゴリーが抽出された。
診断前の児童・生徒の様子として、【発達障害特有の行
動】【発達障害の特性に対する対処行動】【困りごとの周
囲への働きかけ】など8のカテゴリーが抽出された。また
診断前の親の関わりとして、【母親の問題意識の低さ】【父
親の問題意識の低さ】【児童・生徒の特性に対する認識】
など7カテゴリーが抽出された。診断前の学校・友人の関
わりについては【発達障害の診断に向けての親への支援】
【発達障害の特性に合わせた学校から児童・生徒への支
援】【周囲の児童・生徒からの支援】など6カテゴリーが抽
出された。
診断後の児童・生徒の様子については、【家での過ごし方
の改善】【発達障害特有の行動の改善】【交友関係の改
善】【発達障害の特性行動改善による自尊心の高まり】な
ど10カテゴリーが抽出された。診断後の親の関わりについ
ては、【診断後の発達障害の特性への支援行動】【発達
障害の診断への抵抗から学校への不信感】【発達障害の
診断が他者に知られることへの抵抗】【発達障害の内服
治療・通院への抵抗】の4カテゴリーが抽出され、診断後
の学校・友人の関わりについて、【親の支援行動に対する
働きかけ】【発達障害特性に合わせた学校から児童・生徒
への支援の工夫】【発達障害の特性に対する周囲の理解】
【発達障害特性に合わせた学校から周囲の児童・生徒達
への働きかけ】の4カテゴリーが抽出された。
【結論】
発達障害の診断が児童・生徒の行動へもたらす変化は、
診断前の彼ら自身の特性に対する気づきや困り感の有無
が影響していることが明らかとなった。また、児童・生徒だ
けでなく親が問題意識を高め、障害を受容していくことが
できるかが、診断後の彼らの行動に変化をもたらすと考え
られた。また、支援者は児童・生徒に対して本人の特性へ
の気づきを促す支援が必要であり、親へは信頼関係を構
築しながら、親の障害受容を支える支援が重要であると
示された。
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